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はじめに 
 

 

             
「一言で言えば、地球の状態は壊れている」 

国連（UN）のアントニオ・グテーレス事務総長が2021年の「地球の現状」でこの

ように言及しました1。この1年間、COVID-19のパンデミックが世界を襲っている間

に、シベリア、米国西部、ギリシャなどでは、大規模な森林火災が発生し、サイ

クロンが東南アジアや南太平洋の一部に壊滅的な被害を与え、前例のない激しい

冬の嵐が米国南部のテキサス州で長時間の停電を引き起こし、ヨーロッパの多く

の地域で壊滅的な洪水が発生しました。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の最新報告書は、気候変動の原因や影響について残されていた疑問を解消したと

いえます。また、2018年のIPCC特別報告書では、気候変動がどのように互いに強

く関係し、人間や生態系の健全性に対する脅威を増幅するのかが示されていま

す。過去1年間の気候変動研究をまとめた本研究では、このような観点から地球の

システムの複雑さを解析し、10の関連する項目が強調されました。それぞれの項

目は、他のすべての項目と本質的につながっています。 

 

この報告書が示すように、パリ協定の目標である産業革命以前のレベルからの地

球の気温上昇を最大1.5℃に抑えることは、まだ可能です。しかし、そのために

は、大幅な脱炭素化を含むすべてのセクターの変革と、低所得国の気候変動に対

応した移行を支援するとともに、排出量の多い国が責任を負うために、世界が協

調し、抜本的な対策を講じる必要があります。構造的、政治的、個人的、あらゆ

るレベルにおいて、衡平性を優先し、設計・実施される、的を絞った対策が早急

に必要です。最大の責任は、裕福な先進国が化石燃料から脱却し、クリーンなエ

ネルギー、輸送、産業、住宅への世界的な移行を支援することです。このこと

は、数十年間にわたって気候危機への対応が不十分であったことからも明らかで

す（1990年のIPCC第1次報告書以降、化石燃料の排出量が約60％増加しています）
2。 

 

最も望ましい成果は、地球温暖化を1.5℃未満に抑えることですが、これは最も

困難なシナリオでもあります。この閾値を超えると、生態系が回復不能なほど劣

化し、温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素

（N2O）の排出量がさらに増加するという負のフィードバックが生じ、気候システ

ムに悪影響を及ぼし、最も脆弱な人々に壊滅的な影響を与えることになります。

実際に、大規模な火災など、私たちがすでに経験している多くの極端な現象が激

化し、気候システムの重要な構成要素の閾値を超える確率が高くなり、地球シス

テムのあらゆる側面に壊滅的な影響を及ぼすと予測されています。 

 

 CO2の排出量を大幅に削減するだけでなく、CH4やN2Oなどの他の温室効果ガスの排

出量の増加や、その他の気候現象を形成する要因にも対処しなければなりませ

ん。実際、1.5℃目標に対するすべての温室効果ガスの残りの予算は、火災や北極

圏の永久凍土の融解、生態系の劣化の加速など、追加的な温暖化要因を考慮して

修正する必要があるかもしれません。海洋生態系の劣化を目の当たりにし、この

劣化がより広範に気候システムに影響を与えていること、すなわち、海洋生態系

の蓄熱能力、CO2排出量の増加を抑制する能力に影響を与えていることを考える

と、海洋をグローバル・コモンズとして認識し、保護するための新しいアプロー

チとガバナンスの規模を拡大することが必要です。 
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粒子状物質（PM2.5）の汚染は、化石燃料の燃

焼が主な原因であり、一部の地域では森林火

災の悪化によってさらに深刻化し、何百万人

もの早死にをもたらし、COVID-19の死者数の

増加にも繋がっています3,4,5。さらに、森林伐

採は、地球温暖化の影響を悪化させるだけで

なく、新たな感染症にも関係しています。 

 

共通の利益をもたらす戦略を活用すること

は、パリ協定の1.5℃目標に沿ったライフスタ

イルへの公正な移行を促進するための重要な

方法です。さらに、気候変動に対処すること

は、短期的にも長期的にも複数の利益をもた

らすことになります。実際、8月に行われたグ

ローバル・コモンズ・アライアンスの調査で

は、G20諸国の市民の大半がグローバル・コモ

ンズを憂慮しており、83％がコモンズの保護

と再生のためにもっと努力したいと考えてい

ることがわかっています6。そして、森林破壊

を食い止めるための自然に根差した課題解決

（NbS）の実施や、森林伐採を止めるためのそ

の他の戦略は、炭素貯留を保護することで気

候変動の緩和に貢献するだけでなく、健康リ

スクの低減にも寄与しています。多くの大規

模経済圏では、大気汚染の減少によるコスト

削減だけで、短期的にも緩和策のコストを相

殺できると推定されています。世界保健機関

（WHO）の大気汚染に関するガイドラインを満

たすことで、世界の寿命が170億年延びると予

想されています７。 

 

課題は巨大ですが、人間には意欲さえあれば大

きな課題を克服する能力があります。私たち

は、問題に関する知識や経済的な要因、あるい

は技術によって制限されるのではなく、他の障

害によって制限されています。それは構造的、

社会的、文化的、そして特に政治的なもので、

パリ協定の目標を達成するために必要な実施の

ペースと規模を阻害しています。地球を相互に

連結した不可欠なコモンズとしてとらえること

は、声なき声を聞き、力を失った人々に力を与

え、思慮深い資源配分を通じて、より大きな衡

平性を構築し、正義を重視した気候変動対策に

取り組むための意思決定の指針となるでしょ

う。本報告書は、壊滅的な気候変動を回避する

ための行動が必要であり、緊急であり、可能で

あるという科学からの最新のメッセージを明確

にまとめたものです。 

 

一部の用語の定義と参考文献は本報告書の最後

に記載しています。 

 

この報告書は、論文 Martin et al. (2021): Ten New 
Insights in Climate Science 2021 – A Horizon Scan. In 
Global Sustainability. 
https://doi.org/10.1017/sus.2021.25 
の概要です。この報告書の記述は、特定の出典

から引用するものを除き、すべてこの論文に基

づくものです。 
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1 温暖化を1.5℃で安定させること
はまだ可能だが、世界中で早急
かつ抜本的な行動が必要である 

 

 

 

 

詳細 
最大でも1.5℃の温暖化を超えないという目標のためには、地球全体の残余炭素予算で

見ると、CO2の世界の年間排出量を毎年平均20億トン（2 GtCO2）削減する必要がありま

す。（偶然にも、これはCOVID-19パンデミックによって2020年の排出量削減レベルが

2019年と比較してマイナス7％となったレベルに近いです。温暖化を1.5℃以内に抑え

るためには、メタンや一酸化二窒素などのCO2以外の温室効果ガスの排出も厳しく削減

する必要があります。（詳しくは2章参照） 

 
この章の要点 

 
● 地球全体の残余炭素予算（今後排出可能なCO2の総量）の試算によると、

地球温暖化を1.5℃以内に抑えるためには、毎年平均20億トンのCO2（2020

年の世界排出量の5％）削減が必要であることがわかりました。この削減

ペースは、正味排出量がゼロになるまで維持されなければなりません。

（2040年頃まで） 

● 地球温暖化を1.5℃以内に抑えるために必要な炭素予算は、すでに超過さ

れている可能性があります。 

● もしこの前例のない排出量削減ができなければ、温暖化は1.5℃を超える

可能性が高く、大規模な炭素除去技術が必要になります。 

● COVID-19パンデミックで見られた短期的な排出量減少は、1.5℃目標達成

に向けた脱炭素化への全体的な影響としては極めて限定的なものでした。 

● 電力セクターは短期的な脱炭素化のために最大のチャンスを提供していま

すが、すべての経済セクターが温室効果ガス（GHG）排出を大幅に削減す

る必要があります（例：メタン – 2章参照）。 
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1.5℃の目標達成に必要な炭素予算を維持すること

はまだ可能かもしれませんが、世界経済とインフ

ラに前例のないほど急速かつ大規模な変化がない

限り、その可能性は極めて低いでしょう。再生可

能エネルギーへのシフトなど供給側の変化は、需

要の変化と共に実施される必要があります。太陽

光や風力エネルギー技術の継続的な進歩と共に、

需要側の削減と合わせて低炭素発電を導入すれ

ば、すぐに新たな電力需要を十分に満たすことが

できます（詳しくは6章を参照）。しかし、既存

の、また現在提案されている炭素集約的なインフ

ラの残留排出量だけで、炭素予算を十分に超過し

てしまいます。したがって、計画中の化石燃料を

使うプロジェクトを廃止することが必要です。さ

らに、経済的に意味があっても炭素集約的なイン

フラであれば早期に廃止することも必要です。同

時に、様々な緩和策を駆使して、あらゆるセクタ

ーで大幅な削減を実施する必要があります。低炭

素電力の生産へ急速にシフトすることで、他のセ

クターの電化もこれらのセクターが脱炭素化する

ためのより現実的な選択肢となります。 

 

どのような温度目標であっても、気候を安定させ

るためには社会の深い変革が必要です。私たちは

このプロセスを始めるまで非常に時間をかけてし

まいました。今すぐにでも、前例のない規模で一

貫して排出量を削減しない限り、温暖化を1.5℃の

目標値内に抑えることはもはや不可能です。実

際、地球の気温を1.5℃のレベルで安定させるため

に必要な抜本的な対策を含むシナリオのほとんど

は、気温が一旦、この目標を超えると予測してお

り、世界の排出量を何年にもわたってマイナスに

するために、実証されていない炭素除去技術を膨 

大な規模で展開することが必要となります。一時的

にでも1.5℃を超えると、海洋やその他の地球システ

ムの構成要素に不可逆的な影響を与える可能性があ

り、また極端な気象現象がさらに頻繁に発生するよ

うになります（詳細は3章、4章を参照）。 

 

背景 

温暖化とは、現在の（複数年にまたがる）地球の気温

と1850年から1900年を基準とした気温レベルとの間の

変化と定義されます。自然変動により、年や場所によ

って温暖化がより進む（または進まない）ことがあり

ますが、パリ協定で定められた上限は、長期的な世界

平均値を参照しています。現在の推定によると、温暖

化によってすでに世界の気温は2020年時点で1.2℃上昇

していると言われています。パリ協定では1.5℃を目標

に設定しましたが、その理由は、このレベルを超える

と、その影響や負のリスクが受け入れがたいほど大き

くなるという科学的なコンセンサスが高まっているた

めです。このような評価は、将来のモデリングと、既

に起きている温暖化の影響に関する観測の両方に基づ

いています。さらに、温暖化が1.5℃を超えると、不可

逆的な変化が起こる可能性が非常に高まります。 

 

最近の研究では、50％の確率で1.5℃を超えないとさ

れる残余炭素予算は440GtCO2であることが示されてい

ます。より多くのデータを収集し、基礎的な科学に関

する理解を深め、モデルの改良を続ければ、このよう

な不確実性は減少していきます。しかし、様々な変数

の全てにおいて大きな不確実性があり、これらの最新

の推定値においてさえ炭素予算が残っていない可能性

がわずかにあることが分かっています。これは、たと

え今日、排出量がゼロになったとしても、温暖化が

1.5℃を超えるということを意味しています。

! これらが意味すること 

グローバルなレベルにおいて、意思決定者にとって求められるのは： 

・産業革命以前の気温から1.5℃以内に温暖化を抑えるためには、温室効果ガスの排出を削減するため

に、全てのセクターにおいて前例のない行動を直ちにとること。 

・積極的な中期目標（例：2030年までに温室効果ガス50％削減）と2040年までのネットゼロの実現とい

う野心的な目標の両方を設定すること。 

国・地方レベルでは： 

・ 脱炭素化と持続可能な開発のためには、カーボンフリーの資源を活用した広範かつ深化した電化が

重要な戦略となる。 

・ 経済的に妥当なものであっても、炭素集約的なインフラを廃止しなければならない。 

・ 炭素除去技術の多様なポートフォリオを迅速に開発し、規模を拡大しなければならないが、排出削

減の代わりとして利用してはならない。 

・ 小規模でも即時の需要削減は、（石炭発電所などの）炭素集約的なエネルギー生産の廃止を可能に

することで、排出量に大きな影響を与えることができる。 

 



11 
 

2 GtCO2 
残余炭素予算内に収めるために

必要な年間排出削減量。 

 

 

 

 

   
 

440 GtCO2 
1.5℃目標内に収めるため

に2020年以降排出できる

CO2の総量。（50％確率）  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1. 世界全体の二酸化炭素排出量を直線的に削減した場合、産業革命以前のレベルに対して1.5℃以内

の温暖化に抑えられる確率。 

 

排出削減レベルが1.5℃の範囲を超えない可能性 

年
間
の
人
為
的
二
酸
化
炭
素
総
排
出
量
（
十
億
ト
ン
） 

 

1.5℃以内に収

まる可能性 

CO2排出量の年

間削減量（十億

トン） 
 

10年 
現在（2020年）の排出量レベル

（約40GtCO2）を続けた場合、

1.5℃目標に向けた炭素予算を

使い切るまでの残りの年数。 
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2 メタンと一酸化二窒素の排出量が
急速に増加しており、地球は2.7℃
の温暖化に向かっている 

 

詳細 
地球温暖化を1.5℃に抑えるためには、CO2以外の強力な温室効果ガスも見落としてはな

りません。特にメタンと一酸化二窒素は排出量が急増しており、2℃を大きく超える温暖

化への道筋を示しています。 

 

メタンは天然ガスの主成分で、産業革命前からの地球温暖化の約20％を占めています。

メタンの排出量は2020年に過去最高となり、2000年のレベルを6％上回りました。人為的

な一酸化二窒素の排出量は、過去30年間で30％増加しています。両ガスとも農業部門か

らの排出が、この大きな伸びの主な原因となっています。また、埋立地での廃棄物処理

や化石燃料の採掘による漏出もメタンの主な発生源となっています。 

 
この章の要点 

● CO２よりもはるかに強力な温室効果ガスであるメタンと一酸化二窒素の排出

量の急激な増加は、CO2レベルの上昇による影響をより悪化させ、合計する

と今世紀中に世界を2.7℃温暖化させる勢いです。 

● メタン排出量の削減は、今後25年間の気候変動を抑制する重要な手段で

す。すぐに利用可能で低コストの対策（「これらが意味すること」参照）

により、2030年までにメタン排出量を半減することができ、長期的に地球

温度を安定させるためには、CO2における緩和や除去の努力と手を携えて取

り組む必要があります。 

● COVID-19のパンデミックでエアロゾル排出量が急激に減少した際、地球は

わずかに温暖化したことから、これまでの化石燃料燃焼から排出される冷

却効果をもつエアロゾルが温室効果ガス排出による温暖化の一部を打ち消

してきた事実が浮き彫りになりました。エアロゾル排出量の減少は、大気

の質を改善し、何十億もの人々の健康に寄与する一方で、短期的には地球

温暖化を悪化させます。 
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人間の活動によるエアロゾルの排出―つまり化石

燃料の燃焼時の硫黄や窒素の微粒子の排出―は、

全体的には気候を冷却する効果があります。これ

は温室効果ガスの排出による温暖化を部分的に打

ち消しているのです。エアロゾルの排出量は今後

減少すると予想されていますが、その程度は公害

防止政策に左右されます。エアロゾルの排出量の

減少は大気の質を向上させ、世界中の何十億もの

人々の健康に貢献しますが、地球温暖化を悪化さ

せることになります。短期的にはこのことは、

COVID-19のパンデミックの際にはっきりと示され

ました。つまり、国家的なロックダウンの間、冷

却効果をもつエアロゾルの排出量が減少した結

果、2020年5月には世界で0.03℃、北半球の高緯度

地域では最大で0.3℃の気温上昇が見られたので

す。 

全体として、主にメタンと一酸化二窒素の排出量

の増加とエアロゾルの減少のために、CO2以外の要

因が過去20年間でますます気候を温暖化させたと

言えます。CO2以外の温室効果ガスの増加とエアロ

ゾルの減少が続けば、残余炭素予算を減少させる

ことになります。 

良いニュースは、容易に入手可能で低コストの対

策により、2030年までに予測される人為的なメタ

ン排出を45%以上削減できることです。メタンは大

気中での寿命が短いため、メタン排出源に対処す

ることで、気候変動に急速な影響を与えることが

できるのです。 

「容易に解決できる」選択肢としては、化石燃料採掘

時の漏出を減らすことや廃棄物処理技術の向上などが

あり、これだけでも2040年代までに0.3℃の温暖化を回

避できる可能性があります。また、食品・農業分野で

は、窒素の利用効率の向上、反芻動物のメタン排出を

抑制する飼料のさらなる改良と導入、肉を控えた健康

的な食事の推進、食品廃棄物の削減など、需要と供給

のオプションが混ざり合った、一酸化二窒素とメタン

の排出削減の解決策があります。これらの解決策に

は、健康と環境に対する利点もあります。 

 

背景 
地球温暖化は、正と負の両方の気候駆動力を生み出す

人間活動によって引き起こされています。全体とし

て、現在の正味の地球温暖化の約21%は、CO2以外の要

因によって引き起こされています。それには、他の温

室効果ガスやその前駆物質、あるいはブラックカーボ

ンなどの温暖化効果をもつエアロゾルの排出などがあ

ります。地球温暖化を引き起こすCO2以外の要因は、主

に化石燃料の燃焼と、農業活動を含む土地利用から生

じています（全ての内訳は図2を参照）。この20年間、

強力な温室効果ガスであるメタンや一酸化二窒素の排

出量が増加したことが主な原因で、温暖化効果はます

ます高まっています。これは、CO2の上昇レベルの影響

を悪化させています。メタンと一酸化二窒素の人為的

な排出が増え続ければ、残余炭素予算が減少し、CO2の

純排出量がゼロになっても地球の気温が安定すること

はないでしょう。 

 

 

 

 

  

! これらが意味すること 

国・地方レベルで、政府および民間企業の意思決定者にとって求められるのは： 

・化石燃料部門からの漏出メタン排出を、規制（例えばサプライヤーの認証）や、生産・輸送・流通

システム等における漏出検知・修復の新たな技術のための投資を通じて、削減すること。 

・廃棄物の発生源での分別、リサイクル、エネルギー回収を伴う焼却、バイオガス回収を伴う嫌気条

件下での消化を促進することにより、埋立地からの純排出量を削減すること。 

・食品廃棄物を削減し、土地や家畜の管理を改善するための幅広い政策ポートフォリオを通じて、食

品・農業部門からのメタン排出を抑制すること。例えば、排出量の少ない原料・飼料の使用を促進

し、稲作における水管理を改善し、健康で肉を控えた食事を奨励するなど。 

・例えば、窒素施用のタイミングの改善や家畜の糞尿の管理の改善などを通じて、窒素肥料の使用を

制限し、その効率的な使用を促進することによって、農業における一酸化二窒素の排出を削減する

こと。 

46% 
CO2以外の温暖化要因の割合（冷

却要因で相殺されるため、正味

の温暖化は21％） 

0.03℃ 
COVID-19の排出制限による

短期的な地球温暖化 

45% 
容易に入手可能で低コストな対策

により、2030年までに可能となる

メタン排出削減量（「これらが意

味すること」参照） 
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気候の温暖化・寒冷化に寄与する人為的な要因 
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3  大規模な森林火災− 気候変動によ
って、火災の規模が新たな次元に
達し、甚大な影響を及ぼしている 

 

詳細 
人為的な気候変動によって火災レジームが激しくなっているというこれまでの警鐘が正

しかったことを新たな科学的進歩が証明しています。火災の範囲はより広がり、より破

壊的になり、火災シーズンの期間が長期化しています。さらに利用可能な可燃物も変化

しているため、火災の頻度と強度が増加しています。制御されないまま広範囲に広が

り、極端な強度に達するメガファイアは、今後ますます頻繁に発生すると考えられてい

ます。メガファイアは温室効果ガスとエアロゾルの排出を引き起こし、それは影響を受

けるバイオームにとって前例のない規模に達し、局所から大陸のスケールで大気質に影

響を与えます。

 

この章の要点 

● 私たちは極端な大規模森林火災（メガファイア）の頻度と強度が高まる新しい

時代に突入しています。このような火災は人為的な気候変動によって誘発さ

れ、確実に悪化している可能性が高いです。 

● 高緯度から低緯度まで、非常に多様な地域でいくつかのメガファイアが観測さ

れており、通常、過去に森林火災が起こったことがない生態系にまで影響を及

ぼしています。 

● メガファイアが生物群系（バイオーム）全体に影響を与え、動植物にかつてな

いほどの影響を与える可能性があります。世界遺産に登録されたオーストラリ

アのゴンドワナ多雨林群のような火に敏感な生態系でもさらなる脅威が生じて

います。 

● メガファイアによって放出される大量の温室効果ガスは、火災—気候フィード

バックを加速し、さらに壊滅的な森林火災の可能性を高める状態を維持し、さ

らに悪化させます。 

● メガファイアによる大量の煙とエアロゾルは、対流圏と成層圏の長距離に渡る

輸送により、広い範囲に影響を及ぼす可能性があります。 

● 火災レジームの悪化（より頻繁な火災やより激しい火災）は、農村部や都市部

における呼吸器系や循環器系の健康、出産、精神衛生に対するリスクを増大さ

せます。 
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2021年に北米西部で発生した森林火災は、極端な熱波

が原因となっていたように、火災やメガファイアの原

因が人為的な影響によるものであることが、研究者に

よってより明確に示されるようになりました。カリフ

ォルニア、オーストラリア、地中海沿岸、カナダ、北

極といった多様な地域や国で、現代では前例のない規

模の火災が発生しており、人間の影響であることを示

す証拠が見つかっています。火災リスクを高める気象

現象、つまり極端な干ばつ、酷暑、雷、頻繁に起きる

強風について、少なくとも中程度の確信度で人間の影

響であると関連付けることが現在では可能になってい

るのです。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第6

次評価報告書（AR6）第1作業部会（WG1）は、「主に気

温の上昇と降水量の減少により、人が住むすべての大

陸で火災が発生しやすい気象条件が将来増加する」

と、中程度から高い確信度で予測しています7。火災に

よって温室効果ガスが放出され、火災に好都合な乾燥

した条件を促進するという気候-炭素循環フィードバッ

クで正（加速）のループが存在することが中程度の確

信度で考えられています8。 

 

近年の火災は、人々の健康に大きな影響を及ぼしてい

ます。森林火災の煙は呼吸器に影響を与えることが知

られており、さらに心血管、死亡率、出産、精神衛生

に影響を与えるということが示されています。また、

森林火災の煙は地域や遠方の大気環境にも影響を及ぼ

します。2019-2020年のオーストラリアの森林火災はニ

ュージーランドと南米に影響を与え、シベリアの森林

火災による煙は北米に影響を及ぼしました。現在の評

価では、世界で年間677,000人以上が森林火災により死

亡していると推定されており、最も多いのは北極圏、 

 

東南アジア、中央・西アフリカ、アマゾンとなってい

ます9。 

 

気候の変化により、メガファイアの発生は、火災が発

生しやすい生態系だけに限られるものではなくなりま

す。例えば、熱帯林における水分の変化は、より大規

模な火災を促進する可能性があります。火災レジーム

の変化は、世界の生物多様性、地域の人々の健康、そ

して地球規模の気候システムに対して重要な影響を与

えるでしょう。 

 

背景 
森林火災は、世界中の多くの生態系に本来存在してい

る特徴であり、多くの植物種が繁殖するための必須条

件でもあります。森林火災の発生やその規模には、天

候、植生構造（可燃物の有無）、地勢（または地

形）、土地や火災の管理方法、火を（故意または偶然

に）つける人間の存在など、多くの要因が影響しま

す。森林火災は、オーストラリアのサバンナのような

生態系ではほぼ毎年、オーストラリアの温帯林では10

年間に何度も（現在では頻度が増加している可能性が

あります）、手つかずの熱帯雨林や北米やシベリアの

北方林といった生態系では、100年単位で稀に発生しま

す（100-300年間隔）。シベリアの北方林では、通常の

火災では林床のみを焼き、立木は生き続けます。森林

全体を焼くような極端な干ばつ条件（クラウンファイ

ア：樹冠火、森林の樹冠まで燃える現象です）は、か

つては10-15年ごとに発生し、シベリアでは300-1000万

ヘクタールが被害を受けていました。気候変動は火災

の頻度と深刻さに影響を与え、火災の発生する年が極

端になっています。 

 

! これらが意味すること 

グローバルなレベルにおいて、意思決定者にとって求められるのは： 

・より頻繁で破壊的なメガファイアのリスクを減少させるために、あらゆる手段を講じて地球温暖化を抑

制すること。 

地域レベルにおいて、政府にとって必要なのは： 

・地域や状況に応じた土地管理方法を含め、多様な影響を受ける生態系を考慮した火災管理計画を見直し

適応すること。 

国や地方レベルにおいて、政策立案者にとって必要なのは： 

・1.5℃目標に向けた炭素予算に、メガファイアとそれによる温室効果ガス排出への影響を含めること。 

・気象条件と森林火災の監視・予測システムを導入し、火災による壊滅的な影響への適応を支援すること。 

・火災が開墾の技術として使用されている場合、違法な森林伐採を規制し、罰則を与えることにより保護

手段を提供すること。 

・火災が発生しやすい森林地域で燃焼する物質を意図的に削減する森林可燃物の処理などの森林管理手法

を、場所ごとのバイオームや気候条件に適応させること。 
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・先住民のコミュニティと協力し、文化的な火入れなどの伝統的な土地管理手法に再び取り組むことを

検討すること。 

・火災の影響を受けたコミュニティの回復力を高める（インフラの計画、建設、改良の際に増加する火災

リスクを考慮する）こと。 

・室内における空気清浄機の使用など、森林火災によるPM2.5への曝露を低減し、人々の健康を守るため

の技術を検討すること。 

・低コストセンサーの使用を含む大気汚染の監視を強化し、大気汚染レベルについて人々に知らせるため、

より良い予測技術を開発すること。 

9,000種 
（オーストラリアにおける全ての

種の3分の1以上にあたる）植物に

加え、21の絶滅危惧種を含む脊椎

動物832種が2019/20年のオースト

ラリアの火災地域で影響を受けま

した。 

 

0.67ギガトン 
2010年から2019年にかけて、

主に火災が原因で純減したア

マゾンのバイオマスの炭素ス

トックの量。アマゾンが炭素

の吸収源から放出源に変わる

ことに繋がります。 

 

35%増 
前年全体（2019年）と比較し

て 2020年の最初の8カ月間に

北極圏の森林火災から放出さ

れたCO2の量。 

 

図3. 2019年11月から2021年8月の間に4万ha以上の森林火災を累積したもの。4万ヘクタールは100万

ヘクタールの4％。 

 

2019年末から2021年8月までに4万ヘクタールを超える火災で焼失した総面積 
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メガファイアがメタンの排出を促進する可能性 

火災レジームが激化すると、生態系に壊滅的な影響を与えます。火災の発生頻度や強度の増加は、生物多

様性を脅かし、メタン（CH4）を含む温室効果ガスの排出を増やす可能性があります。アマゾン地域での森

林破壊に伴う2019年と2020年における森林火災の増加は、CH4の排出を著しく増やし、生態系の劣化による

追加の間接排出を含まないCH4の直接排出が年間0.5-7.0メガトンに達しました（火災発生シーズンの厳し

さによります）10。2019年と2020年に北極圏で発生した前例のない森林火災は、燃焼による直接的な排出だ

けでなく、永久凍土の融解が促進されたことによる間接的な排出も重大なCH4排出の要因となっています
11。火災活動の加速と温室効果ガスの排出による気候—炭素循環フィードバックは著しく増加すると予想さ

れますが、このことは気候結合モデルにおいても、1.5℃の目標値内に収めるために必要な世界全体の温室

効果ガス予算を推算する際の国際的検討事項においても、現在十分に考慮されていません。 

スポットライト：メガファイアの事例 

オーストラリア 
記録的な暑さと干ばつが発生した後、オーストラリアでは2019-2020年に50万ヘクタールを超える

過去最大の単発火災を含む前例のない規模の深刻な火災が発生しました。これらの火災により、合

計で715（517-867の範囲）メガトンのCO2が総量として直接的に排出されたと推定されます。さら

に、これらのメガファイアは、オーストラリア南部と東部のバイオーム全体に影響を与え、動植物

に前例のない影響を及ぼしました。この火災は森林火災に適応したサバンナやユーカリ林だけでな

く、より火災に敏感な生態系にも影響を与え、世界遺産に登録されているゴンドワナ雨林にも脅威

を与えました。 

 

北極圏とシベリア 
北極圏やシベリアでは、北極の気温上昇と乾燥に伴う雷により、広い範囲で火災が発生しました。

2019年には、シベリアとロシア北極圏でポルトガルの面積を超える約1000万ヘクタールが燃えまし

た。2020年にも深刻な火災が発生し、約1400万ヘクタールが焼失しました。2021年にも深刻な火災が

発生しています。北極圏とシベリアの森林火災を合わせると、2019年には総量で約175メガトンのCO2

（グロス）が、2020年には総量で約250メガトンのCO2（グロス）が放出されています。 

 

ブラジル 
世界最大の湿地帯であるブラジルのパンタナールでは、2020年の焼失面積がそれまでの10年間に比べ

245%増加しました。その理由は、（降雨が前年比50％減少したことによる）極端な乾燥と、牧草地の

整備や農業用地の確保を目的とした合法・非合法な森林伐採による人為的な焼畑が激化したことです
12。その結果、115 メガトンのCO2（グロス）と524トンの有害微粒子PM2.5の排出に繋がりました。多

くの動物や植物の種も影響を受け、その多くが希少種や固有種となっています。パンタナール地域の

脆弱な生態系は回復しないかもしれないと懸念されています。 

 

米国 
2018年以降、米国南西部では過去最悪の火災が発生しています。カリフォルニア州のメガファイアは

数カ月にわたって燃え続け、2020年まで観測史上最大となる7つの森林火災を引き起こしました。最大

のメガファイアである8月の複合火災は、異なるタイプの森林や低木林を40万ヘクタール以上燃やしま

した。このように非常に広い範囲で火災が多発すると、そのほとんどが希少種や固有種である動植物

の回復が脅かされることになります。アメリカ西海岸では、これらの火災によって放出された煙は人

間の健康にとって危機的なレベルに達し、サンフランシスコは数日間オレンジ色の空に覆われまし

た。煙は北半球を横断し、火災によるエアロゾル粒子は遠くドイツでも確認されました。2020年のカ

リフォルニア州とオレゴン州の森林火災は、1年間で少なくとも総量で例年より30メガトン多いCO2
（グロス）の排出に繋がりました。 
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衛星画像 

 

画像1: 2019年12月31日、オーストラリア東海岸で燃えてい

る森林火災。焦げ茶色の部分は焼失した植生で幅約50km、長

さ約100km。出典:European Space Agency (ESA), contains 
modified Copernicus Sentinel data (2019), processed by ESA, CC 
BY-SA 3.0 IGO 

 

画像3: 北極圏に近いシベリア（ロシア）のサハ共和国で

発生した森林火災。出典：European Space Agency (ESA), 
contains Copernicus Sentinel data (2021), processed by ESA, 
CC BY-SA 3.0 IGO 

 

画像2: 2020年8月19日、アメリカ西海岸のカリフォルニア州

で燃える森林火災。出典: European Space Agency (ESA), contains 
Copernicus Sentinel data (2020), processed by ESA, CC BY-SA 3.0 
IGO 
 

画像4: 2020年8月1日、ブラジルのアマゾンで発生した森林

火災。出典: NASA Earth Observatory, image acquired by 
Moderate Resolution Imaging Spectroradiometer (MODIS) on 
NASA’s Aqua  satellite. 
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4 気候変動のティッピングエレメン
ト（地球環境の不可逆的な激変を
もたらす事象）がインパクトの大
きなリスクをもたらす 

 

詳細 
IPCCは、「大規模な特異事象」に関するリスク評価を20年間かけて継続的に強化してきま

した。最新の報告書（IPCC第６次評価報告書第1作業部会）では、これまでよりも強化さ

れた評価で、気候システムのティッピングエレメントの非線形変化によるリスク（「背

景」を参照）と、不可逆的な長期的に避けられない変化、人為的気候変動と直接的な人為

的圧力による結果であると認識しています。ティッピングエレメントの変化は、高い不確

実性（可能性やタイミング、あるいはその両方について）の影響を特に受けますが、社会

や生態系に対する大きなリスクにも関連しています。このように影響が大きく不確実性の

高いリスクは、IPCC第6次評価報告書では「発生する見込みが低いが、インパクトが大き

い結果」（著者が明示的に述べているように、確率が必ずしも低いことがわかっているわ

けではなく、単に十分に制約されていない場合でも）と記されています。結果の深刻さは

大きく、長期的であり、自然と社会の存在に関わるリスクに関連しています。 

 

この章の要点 

● IPCC第６次評価報告書には、多くの変化（特に海洋、氷床及び世界の海面

水位における変化）は、100年から1000年の時間スケールで、不可逆的であ

るリスクが高く（「背景」を参照）、これらの変化は包括的なリスク評価

にとって重要であると書かれています。  

● いくつかの重要な気候変動のティッピングエレメント（地球環境の不可逆

的な激変をもたらす事象）の不安定化は、もうすでに観察され始めていま

す。  

● この不安定化の主な要因は、多くの場合、地球温暖化にあります。しか

し、アマゾンの熱帯雨林の劣化や森林伐採など、土地被覆の変化における

人間の直接的な影響は、同等またはさらに強い要因となる可能性がありま

す。 

● いくつかのティッピングエレメント、例えば氷床融解や海流の変化だけで

なく、熱帯雨林の森林破壊などは相互に影響を及ぼします。最近の研究に

よると、ティッピングエレメント間の相互作用により、予想されていたよ

りも低いレベルの地球温暖化で転換が起こりうることが示されました。 
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「スポットライト」に示されている主なティッピングエ

レメントに関連するリスクには以下のものがあります： 

 
 

• 氷床崩壊の進行から：2100年までに壊滅的な2メー

トルの海面上昇、2150年までにさらに破壊的な5

メートルの海面上昇（IPCC第6次評価報告書第１

作業部会報告書9.6.3.3で可能性が否定されてい

ません）。また長期的に、同程度の海面上昇が避

けられません。例として、2℃の温暖化のピーク

後、2000年に渡り2-6メートルの海面上昇が予想

されています（IPCC第6次評価報告書第1作業部会

報告書の9.6.3.5およびCross Chapter Box 12.1）。 

• 主要な大西洋循環の減速または停止から：気象パ

ターンの急激な変化。例えば、ヨーロッパは大西

洋の海洋循環による熱輸送に大きく依存していま

す。 

• 大西洋循環の位置のシフトから：モンスーン循環

に影響を与える水循環のシフト、特にアマゾン全

体の降雨パターンに影響する熱の再分配の変化

（全体的な降雨量が増加するか減少するかは不

明）。 

• アマゾンの気候状態の変化から：地域の気候条件

へのフィードバック（例えば、熱帯雨林の森林消

失は大気との水蒸気交換の変化につながります）

および主要な炭素吸収源としてのアマゾン流域の

永久喪失の可能性。 

最近発表された多くの研究結果は、IPCCの評価を確認

および改善し、さらに、いくつかの気候のサブシステ

ムがすでに安定性を失ってきている兆候、また臨界点

（ティッピングポイント）に向かっていることを示し

ています。  

それぞれのティッピングプロセス（地球環境の不可逆

的な激変をもたらす過程）からのリスクに加えて、科

学によって包括的な更なるリスクの階層が特定されま

した。このような連鎖に関与している可能性がありま 

す。つまり1つのティッピングプロセス（例えば、グ

リーンランドの氷床融解）が別のプロセスの引き金に

なります（この場合、融け水の流れ込みによる大西洋

循環の減速）。したがって、各ティッピングエレメン

トからのリスクに加えて、それらの相互作用によって

状況は悪化し、全体的なリスクが深刻化します（急激

な変化は、それらが別々に起きる場合よりも（より低

い平均気温で）より簡単に生じる可能性があります。 

背景 
地球温暖化と直接的な人為的圧力は、気候システムの

主要な構成要素に大きな変化をもたらします。地球温

暖化のレベルに比例する段階的な変化に加えて、一部

の要素はさまざまな時間スケールで劇的に非線形的に

遷移するリスクに直面しており、多くの場合、長期間

にわたって正常な状態に戻れません。気候システム内

のこのような事象をティッピングエレメントと呼びま

す。 

実際の遷移は、数100年から1000年（氷床の融解・崩

壊）、数10年から数100年（海流の減速・再構成）、ま

たは数年から数10年（特に、アマゾンの熱帯雨林の森

林破壊のように、人間活動が直接的に影響する場合）

とそれぞれに展開する可能性があります。 

ティッピングエレメントの難点は、相互作用の複雑な

性質によって、地球温暖化がどれくらい進行すると起

こるかが正確にわからないということにあります。注

意したいのは、臨界点を超えると現実的に後戻りがで

きなくなる可能性です。地球の平均気温が再び下がっ

たとしても、自己強化の機能により、さらなる氷床融

解、森林崩壊、またはその他の変化を元のシステムが

認識されなくなるまで引き起こす可能性があるので

す。

 

! これらが意味すること 

国際、国内、地方のすべてにおいて、気候変動交渉の実務担当者と意思決定者にとって必要なのは： 

・気候変動のティッピングエレメントによる影響の大きいリスクを認識し、リスク評価に可能性と

タイミングに関する残りの不確実性を組み込むこと。 

・予防原則を適用し、より野心的な気候保護を目指すこと。このアプローチは、高い安全裕度が必

要である原子力事故のような他社会的リスクへのアプローチに類似する。 

・アマゾンの熱帯雨林の一部など、人間活動が直接的な引き金となる可能性がある地域では、関係

者は臨界点に到達するリスクを回避するために可能な限りの対策を講じる必要がある。 
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IPCCの「懸念の理由」（「アンバーダイアグラム※」）の大規模な特異事象に対する

科学に基づくリスク評価の経時変化 （※気温上昇とリスクレベルの関係を色調変化で表した図) 

 

2001  2009  2014  2018  2021 

TAR  
Smith et al. 

 AR5  SR1.5  AR6, WG1 
 

6 “Low-likelihood, high-impact 
outcomes [where the probability 

5 of occurrence is low or not well 
known] could occur at global 

4 and regional scales even for 
global warming within the very 

3 likely range for a given GHG 
emissions scenario. The 

2 probability of low-likelihood, 
high-impact outcomes increases 

1 with higher global warming 
levels (high confidence).” 

0 

 

Figure 4. Change over time of the science-based risk assessment for large-scale singular events of IPCC’s Reasons 
for Concern (“Burning Embers”). The first “burning ember” is based on the first IPCC report on climate change,13 

the second is based on Smith et al. (2009),14 the third refers to IPCC AR5,15 and the last “burning ember” is derived 
from the IPCCs’ special report on 1.5°C.16 The quote replaces a “burning ember” from IPCC AR6, which usually 
appears in the contribution by Working Group II (which is not yet published). 
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図5. グリーンランドと西南極氷床、大西洋南北熱塩循環（AMOC）、アマゾン熱帯雨林の4カ所での気候変動「ティ

ッピングエレメント」の物理的相互作用（Martin et al. 2021の参考文献を参照）。 

 

 

 

 

不安定化効果 

安定化効果 

方向不明 

「特定のGHG排出シナリオに対する、

可能性が非常に高い範囲内の地球温暖

化についても、地球および地域規模

で、発生する見込みは低いが、インパ

クトが大きい結果（確率が低いか不明

であるもの）が発生する可能性があ

る。地球温暖化のレベルが高くなる

と、発生する見込みは低いが、インパ

クトが大きい結果になる確率が高ま

る。（確信度が高い）」 

 

図4. IPCCの懸念の理由「（アンバーダイアグラム）」の大規模な特異事象に対する科学に基づくリスク評価の経

時変化。最初の「アンバーダイアグラム」はIPCC第1次評価報告書13に基づいており、2番目はSmith et al. 

(2009)14、3番目はIPCC第5次評価報告書15を参照しており、最後の「アンバーダイアグラム」は1.5℃に関するIPCC

の特別報告書16による。引用は、IPCC第６次評価報告書の「アンバーダイアグラム」（通常は第2作業部会報告書

に掲載されるが、本レポート作成時点で未公開）に代わるもの。 
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スポットライト: 主な気候の「ティッピングエレメント」 

 

 

グリーンランド 
融雪水の流出と溢流氷河からの氷の放出により、グリーンランド氷床の消失が加速しています。表面の

融解は、さらに大気が温暖化するにつれて進行します。氷の流出量は1985年から1999年に比べて現在

14％増加していますが、一方この増加の要因は地域ごとに異なり、未来の進行を予測することが困難で

す。 
 

西南極 
観測とモデリングによると、氷の弱体化および/または氷の接地線の後退が始まると、自己強化的な氷の

喪失と海面上昇につながりうるプロセスが存在します。過去には、グリーンランド氷床からの融解水が

世界の平均海面を上昇させ、南極氷床の後退に直接影響を及ぼしてきたこともありました。 

 

大西洋海洋循環 
先史時代の気候の研究と現在の海面と塩分の観測とを組み合わせると、主要な大西洋の海洋循環システ

ムが過去数十年で著しく弱まり、少なくともここ1000年で最も弱いことがわかっています。海面水温と

塩分観測の最近の統計分析によると、この低下が一時的な弱体化ではなく、循環の安定性の喪失の兆候

であるという懸念もあります。 

 

アマゾン 
世界最大の熱帯雨林であるアマゾン熱帯雨林は、地球の炭素吸収源と水の循環ポンプとして重要な役割

を果たしています。アマゾン流域の南東部は、森林火災の影響を含まずとも、炭素放出源へと変わって

います（詳細については、8章を参照）。観測によると、降雨量の変化はアマゾン内の植生区分に影響を

及ぼしますが、気候変動だけでは流域全体の立ち枯れを引き起こすことはほとんどありません。しか

し、人為的な森林劣化（アマゾン流域の17％で、以前の推定よりも高い）と森林破壊（すでに18％）と

組み合わせて、気候変動はアマゾン熱帯雨林の一部で気候状態のシフトを引き起こす可能性がありま

す。 
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5 グローバルな気候変動対策は公正

でなければならない 

 

詳細 
グローバルな気候変動対策は、世界各国の社会集団間や世代間で顕著化する不平等や

不正義に取り組むよう策定されなければなりません。炭素予算の公正な配分には、世

界人口の上位1%の富裕層が現在の排出量を少なくとも30分の1に減らす必要がありま

す。その一方で、下位50%の貧困層の1人当たり排出量は平均して現在の約3倍まで増や

すことが可能になります。このためには、既存の生産・消費インフラを脱炭素化し、

低炭素型のライフスタイルを進める必要があります。こうした移行を促すための目標

とインセンティブは、各国の状況により必然的に二分化したプロセスで進められるこ

ととなり、 相対的に対応能力の高いG20諸国が先行して積極的に取り組む必要があり

ます。正義に基づく気候変動対策はより広く受け入れられ易く、すべての人々に利益

をもたらす効果的な実施の可能性が高まります。 

 

最も脆弱な人々は、気候変動の影響を不公平な形で受けるのみならず、気候変動緩和

の取り組みからの著しい悪影響を受ける危険にさらされています。例えば、課税や環

境費用の料金への転嫁などの形で家庭用エネルギー、水、食料等の基本的な財やサー

ビスのコストを引き上げる政策は、富裕層よりも低所得者層への影響が相対的に大き

くなり、逆進的な分配効果をもたらします（第7章を参照）。高炭素排出の経済セクタ

ーを縮小し低炭素経済を拡大しようとする政策と実施プロセスは、労働者のスキルア

ップや雇用創出策と組み合わせない限り、高炭素排出セクターに従事する労働者の生

計を脅かす可能性があります。また、バッテリーや太陽光発電パネルといった低炭素

技術に必要な鉱物資源は、多くの場合、貧困国において環境や社会に悪影響を及ぼす

方法で採掘されている傾向にあります。さらに、低中所得国では気候変動対策の推進

 
この章の要点 

● 気候変動対策は公正な移行を支えるものでなければなりません。そうで

なければ、低中所得国の生活水準の向上を遅らせ、世界中で弱者に負荷

をかけることになるからです。 

● 貧困国の公正で衡平な低炭素発展に向けて： 

• 世界人口の上位1%の富裕層が排出量を30分の１に減らすことが必要で

あり、それにより、 

• 下位50％の貧困層が排出量を3倍まで増やすことが可能になります。 

● 正義に基づく気候変動対策は一般の人々に受け入れられ易く、実施の可

能性が高まります。 
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により生活水準の向上が遅れる可能性があります。

より貧しい国や人々の間では、気候変動に対応する

能力が低い傾向にあります。 

  

サハラ以南のアフリカをはじめ多くの途上国では、こ

れまでインフラ開発が進んでいないため、資源効率が

高く気候変動にレジリエントなインフラシステムへの

リープフロッグ（一足飛び）が可能かもしれません。

実現のためには緩和、適応、そして開発の優先順位の

バランスをとることが重要ですが、そうした能力の低

い途上国を支援する政治的・経済的な仕組みが必要で

す。例えば、富裕国は貧困国の低炭素投資に貢献すべ

きです。こうした変化のためには、現状を打破し、世

界全体に広がる不平等とその背景にある構造を変革す

ることが必要です。 

 

国際的な気候変動対策の野心（さらなる取り組み）は

脆弱な社会にコベネフィット（相乗便益）を確保する

ことが可能であり、またそうでなければなりません。

さらに、基本的な財へのアクセスを損なうものであっ

てはなりません。公正で野心的な気候変動対策を行う

には、世界全体の炭素予算の公正な配分に基づく過

去、現在そして将来の排出の権利が守られなければな

りません。 

 

背景 
１人当たりのカーボンフットプリントについては、各

国間そして各国内においても大きな格差が生じていま

す。例えば、1990年-2015年の累積炭素排出量（消費

ベース）に注目すると、世界の上位10%の富裕層が

52％の排出量を占めているのに対し、下位50%の貧困

層はわずか7%のみでした。この間、上位10%の富裕層

のカーボンフットプリントは増加しており、この層の 

排出量を抑制する緩和政策の欠如が明らかになっ

ています。 

 

1970年代以降、世界のカーボンフットプリントは

増加の一途をたどっているにもかかわらず、その

分布における不均衡が縮小する傾向にあることは

注目に値します。これは、中国の経済成長と、所

得水準（GDP：国内総生産）とカーボンフットプ

リントの間の強い相関関係が一因となっていま

す。すべての人々の福利を追求し、開発・気候ア

ジェンダを推進しながら、気候変動を緩和するに

あたり、GDPとカーボンフットプリントをデカッ

プリングする（切り離す）ことが大きな課題とな

ります。富裕国が政策決定や社会・経済的進捗評

価を行う際には、GDP成長という指標に代わって

環境・社会的な目標・指標を重視することが望ま

しいであろうという証拠が積みあがっています。 

 

気候変動の影響は、温室効果ガスの排出に殆ど寄

与していない脆弱な人々や国々に及んでおり、今

後も影響を及ぼし続けます。G20諸国による温室効

果ガス排出量は世界全体の約78％を占めており、

今後数十年間の世界の排出量の動向を大きく左右

することになります。 
 

富裕国による現在の対策や公約は気候危機に取り

組むには未だ不十分であり、実際の排出量の少な

い貧困国が気候変動による負の影響をより強く受

けるという不均衡についての責任をとっていませ

ん。その顕著な例が、パリ協定の下で各国が決定

する貢献（NDC）に基づくG20諸国の短期的なコミ

ットメントであり、これはネットゼロ削減目標を

達成するには不十分なものです。 

 

 

 

! これらが意味すること 

グローバルなレベルにおいて、交渉担当者・意思決定者にとって重要なのは： 

・炭素化に伴う負の影響を回避するための資源の再配分と富裕国から貧困国へ資金の移転を行うため

に、CO2排出の価格付け（炭素価格付け）を戦略的に活用すること（第7章を参照）。 

・分散型再生可能エネルギーの導入・運用にかかる低廉なコストと簡易なインフラ技術要件の利点を

活かして、低中所得国が低炭素で気候変動にレジリエントなインフラに直接リープフロッグできる

よう支援すること。 

・温室効果削減発展権アプローチ17や1人当たり累積排出量均等化アプローチ18等を通じて、貧困削減

に資する公正な世界の負担分担システムを構築すること。 

・炭素予算の配分における格差是正という観点に立ち、各国の気候変動対策における野心・目標の協

議を仕切り直す（リセットする）こと。 

・すべての人々の福利追求と開発・気候アジェンダの推進を同時に優先して進めるために、GDPとカ

ーボンフットプリントのデカップリングを行い、成長の達成方法に関する概念を再構築すること。 
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52% 

15% 37% 41%  

上位1%の富裕層 

 

 

 

 

累積排出量のシェア（1990年-2015年） 
 

上位10%の富裕層 
 

40％の中間層 下位50％の貧困層 

 

 
国・地方レベルにおいて、政府にとって重要なのは： 

・最富裕国では、利用可能な最善の気候科学（パリ協定遵守とネットゼロ目標の達成またはそれ以上）

に整合するのみならず、衡平の実現に向けたより積極的な政策を策定すること。そのためには、1人

当たりの消費ベース排出量（ライフスタイル・カーボンフットプリント）を、2030年までに約2-2.5

トン（CO2換算）／年にまで削減する必要がある。 

・カーボンフットプリントの大きい贅沢品や活動に重税を課す政策を策定すること。 

・低炭素社会への移行が配分や公正さに与える潜在的な影響について、慎重かつ高度な分析を行うこ

と。 

・排出削減政策が分配に逆進的な影響を及ぼす場合、理想的には人々の排出削減に直接資する手段によ

り、弱者層の受ける逆進的な影響を相殺すること。 
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6 家庭の行動変化への支援は、気候

変動対策において重要だが見落と

されがちである 
 

詳細 
家庭は、その消費パターンを通じて、世界のCO2排出量の多くに直接・間接的な影響を

与えています。現在の気候変動戦略では、このような需要側をターゲットにすること

が見落とされており、供給側と需要側の取り組みをよりバランス良く行う必要があり

ます。1.5℃目標を達成するためには、2030年までに世界の家庭からの平均CO2排出量

を少なくとも半減させる必要があり、富裕層にある家庭には非常に厳しい削減が求め

られます（例：EUにおける上位10％の富裕層は、排出量を90％近く削減する必要があ

ります）。途上国と先進国の家庭では炭素排出量に顕著な差があり、また、各国内に

おいても富裕層とそうでない家庭では顕著な差があることを前提とすると、気候正義

と衡平性の理念に基づいた対応が必要となります（第5章を参照）。衡平性もさること

ながら、これら富裕層にある消費量の多い世帯の行動変化は需要側の気候緩和策にお

いて非常に重要です。 

この章の要点 

● 気候変動に立ち向かうには、効率化と脱炭素化戦略を補完するよう、

特に富裕層におけるライフスタイルを変えることが重要です。 

● 消費の拡大という現在の趨勢の維持に固執することは、脱炭素化のた

めの供給側の取り組みの成果（例：太陽光発電の普及）を危機にさら

すことになります。 

● 個人の行動変化がより大きな意味を持つためには、これと相乗効果を

持つ公共部門とビジネス部門の変化と組み合わされる必要がありま

す。 

● 1.5℃目標と整合したライフスタイル（すなわち「1.5℃ライフスタイ

ル」）は、すべての人々に「良い生活」をもたらすことができます。 

● 1人当たりの炭素排出量の上限と下限を設定した「消費回廊

（consumption corridors）」が、目安として活用されるべきです。 
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家庭レベルでの新しい価値観や行動変化を促す

ことは、システム全体に影響を及ぼす可能性が

あります。食、住居、移動といった排出集約型

の消費領域には特に注目する必要があります。

1.5℃ライフスタイルに必要な変化を起こすため

には、（家庭だけではなく）公共部門とビジネ

ス部門の変化も合わせて必要になります。こう

した（公共部門・ビジネス部門の変化とともに

家庭の変化が進む）プロセスは、脱炭素社会に

向けた進捗を加速させる好循環をもたらすこと

が示唆されています。低炭素エネルギーや低炭

素交通への移行など、システム全体の変化によ

り、1.5℃ライフスタイルが求める厳しい炭素予

算内で、良好な生活の質の維持が可能になりま

す。 

 

1.5℃ライフスタイルを定義する上で参考になるの

が「消費回廊（consumption corridors）」という

概念です。これは、1人当たりの排出量の下限を適

切な生活水準を維持する絶対的な前提条件によ

り、そして上限を気候目標達成に向けた世界の排

出目標によりそれぞれ設定するものです。全世界

の人口をこの上限・下限の幅の中に移行させるこ

とで何十億もの人々の生活が大きく改善される一

方、裕福で消費量の多いエリート層には大きな変

化が求められます。 

COVID-19パンデミックは、（議論の余地がないわけ

ではありませんが）家庭の行動に急速に大きな変化

を促しました。このことは、行動を変える必要があ

ると一般に認識されるような世界的な危機があれ

ば、需要側の変容によって1.5℃ライフスタイルを

実現できる可能性を示しています。さらに重要なこ

とは、地域においても地球規模においても、こうし

た需要側の行動変容に伴う負担が衡平に分担される

ように、供給側の対策を決定する際に民主的なプロ

セスが採用されることです。 

 

背景 
家庭のカーボンフットプリントは、国や地域、社会

グループの間でも、またそれぞれの内部でも、大き

な差があります（排出量の世界的な不均衡について

は第5章を参照）。主にエネルギー供給の変化やCO2

除去技術の普及といった供給側の解決策とは異な

り、需要側の解決策には、製品、サービス、プロセ

スの最終利用者である家庭が関与します。需要側の

解決策は、地球規模での気候変動緩和の取り組みに

向けた超学際的（transdisciplinary）かつボトム

アップの行動により強化されるものです。 

 

 

! これらが意味すること 

グローバルなレベルにおいて、意思決定者にとって必要なのは： 

・民主的なプロセスを経て衡平な「消費回廊」を定義し、需要側の変化に伴う負担を排出量の多い

消費エリート層に負わせること。 

国・地方レベルにおいて、政府にとって求められるのは: 

・1.5℃目標を達成するための国の政策を、1.5℃と整合したライフスタイルに必要なインフラの構

築など、具体的な施策に転換すること。 

・決定的に重要である食、移動、住居の領域における解決策に特に注意を払うこと。 

・脱炭素に向けた移行を相乗的に促すために、政策とインフラを通じて家庭の消費パターンに変化

を与えること。 
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50%（またはそれ以上） 
需要側の解決策によりもたら

される世界の炭素排出削減の

割合 

 2.5トン 

 

ひとりひとりにとって持続可能で公平な「消費回廊」 
 

過剰消費 

（環境的に持続可能ではない）) 

科学的情報に基づく  

政策により実現 

 

 

環境的上限 

個人のニーズや嗜好に合わせたバラン

スの取れた消費の回廊 

民主的なプロセスに

より確立 

社会的下限 

過少消費 

（社会的に持続可能ではない） 
科学的情報に基づく 

政策により実現 

  

カーボンフットプリントの消費領域別内訳及び 

ライフスタイルカーボンフットプリントの世界的に統一された目標 

 

 

 

 

 

 
住居 

 移動 

 
モノ 

 
 

     10 12 14 

 

0.7 

 
2.5 

 

ライフスタイルにおける排出量

に換算された世界の気候目標 

注：2019年時点での各国の平均的なライフスタイルカーボンフットプリント
を推定。横軸は2030年及び2050年の1.5℃フットプリント目標（ネガティブエ
ミッション技術を使用しない/ほとんど使用しない場合の1.5℃）を示す。 

図8. 世界の気候目標に対する各国の現在のカーボンフットプリント20。 

食 
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3つの主要領域における排出量削減に向けた取り組み 
 

 

 

移動 

必要なフットプリント削減量は、過剰消費となっている先進国では少なくとも72％。 

 

個人の自動車による移動 

必要な個人の自動車による移動は、CO2排出の最大要因のひとつです。電気自動車への切り替えに依

存することは希少資源を利用することであり、新しいインフラ投資により車を使う移動（及びすべ

ての関連する負の外部性）を固定化（ロックイン）します。需要側の解決策を支援する政策には、

公共交通への投資と補助金増額、通勤の必要性を減らす都市・農村開発、自転車通行スペースの確

保、個人の自動車使用に対する混雑税導入とその対象範囲拡大等があります。 

 
 

 

食 

必要なフットプリント削減量は、過剰消費となっている先進国では少なくとも47％。 

 

植物由来の食生活への切り替え 

食領域で必要な変化を達成するための最善の方法は、肉や乳製品の消費を大幅に削減し、食品廃

棄物の発生を最小限に抑えることです。需要側の解決策を支援する政策には、肉や乳製品の生産

に対する補助金撤廃、植物由来の食料生産に対する財政的・規制による支援、コミュニティや都

市部でのガーデニング（市民農園や都市農業）促進等があります。 

 

 

住居 

必要なフットプリント削減量は、過剰消費となっている先進国では少なくとも68％。 

 

低炭素住宅は、住宅の効率化・充足化により実現できる 

断熱改修、暖房の効率化、再生可能エネルギーへの切り替えといった脱炭素戦略は、1人当たりの

居住面積を減らすという需要側の解決策を伴う必要があります。需要側の解決策を支援する政策に

は、（1人当たりの居住面積に基づく）累進的な固定資産税、小規模住宅を奨励する規制や税制、

さらなる（人工物による）土壌被覆の一時停止や上限設定等があります。 
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7 政治的課題がカーボンプライシング
の有効性を阻害する 

 

 
 

 

 

詳細 
カーボンプライシング政策は着実に導入が進められています。2020年には世界の排出量

の22％をカバーしています。しかし、そのうち40米ドル/トン（CO2換算）以上の価格が付

いているのは3.76％に過ぎません。カーボンプライシングリーダーシップ連合の炭素価格

ハイレベル委員会は、パリ協定における目標との整合性を図るため、2020年までにCO2の

価格を40-80米ドル/トンにすることを提言しました21。これまでのところ、世界規模での

カバー範囲が限られていること及び一般的に価格水準が低いことから、炭素価格が温室効

果ガスの排出軌道に与える影響はわずかなものに留まっています。 

 

その原因として、いくつかの経済的・政治的課題が指摘されています。カーボンプライ

シングは、将来的には利益だけをもたらすと考えられていますが、短期的には消費者にコ

ストを生み出します。そのため、企業と消費者の両方から反対意見が出て、政治的に受け

入れ難いものとなってしまうことが多いのです。その結果、気候変動対策としての実質的

な効果が得られないくらい価格が低く設定されてしまうことが多く起こります。気候変動

のリスクを適切に考慮することができず、全体の炭素予算を超過してしまう危険が生じて

います。このような状況を回避するためには、むしろ、短期的には炭素価格を十分に引き

上げて迅速かつ大幅な排出削減を実現し、その後、時間をかけて価格を引き下げていくべ

きという研究もあります。 
 

 
この章の要点 

● カーボンプライシング（炭素の価格付け）は、まだ大幅な排出削減

をもたらしていません。 

● カーボンプライシングを効果的なものとするためには、炭素価格を

短期的に引き上げる必要があります。また、部門別の設定を行い、

より大きな政策パッケージの一部となる必要があります。 

● 広く受け入れられるために、カーボンプライシングの枠組みは衡平

性と正義を考慮する必要があります。 
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世界共通の炭素価格が議論されていますが、炭素取

引の新たなグローバルメカニズムを創設するパリ協

定第6条ルールの最終決定が容易でないことは、こ

のアプローチが政治的に困難であることを示してい

ます。部門ベースの炭素価格と国境税調整は解決策

の一部となり得ますが、国境税調整政策は、特に一

部の中低所得国に対して貿易上の新たな政治的・経

済的課題を提起することになります。さらに、衡平

性について慎重に考慮することも重要です。 

 

また、カーボンプライシングにはメカニズムとして

の本質的な限界もあります。カーボンプライシング

には逆進性があり、貧しい世帯は、エネルギー使用

量が少なくても、富裕層より影響を受ける可能性が

あります。これは、低所得者層に利益をもたらすよ

う炭素税からの税収を再分配する施策によって調整

が可能です。また、カーボンプライシングの効果を 

制限するもうひとつの要因は、世界の排出量の大部

分が大規模なインフラの維持・利用によるものとい

うことです。すなわち、ロックイン効果や長いリー

ドタイムにより、価格弾力性が低くなります。さら

に、カーボンプライシングは、主に効率改善や燃料

転換を促すものであり、脱炭素化への効果は限定的

であることが明らかになっています。したがって、

カーボンプライシングは、緑の移行（green 

transitions）のための数ある手法のうちのひとつと

してのみ捉えられるべきです。 

背景 
「汚染者負担」の原則を適用し、気候変動の負の外部

性を内部化するために、学界や政策立案者は長年にわ

たってカーボンプライシングを提唱してきました。カ

ーボンプライシングには、排出された炭素1トンあた

りに価格を課す炭素税や、炭素排出枠を取引する排出

量取引制度（ETS）などの形態があります。経済学者

は、政府が設定した削減目標を達成する方法を企業が

柔軟に決定できることから、カーボンプライシングは

効率的であると考えています。 

 

 
 

 

。 

 

 

800以上の企業  

。 

 

グローバルなレベルにおいて、意思決定者にとって必要なのは： 

・世界全体の排出量のより多くの部分に炭素価格を適用し、大幅な脱炭素化を促すために十分に高

い価格を設定すること。 

・世界共通の一律な炭素価格を追求するのではなく、経済的・政治的状況の多様性を認識するこ

と。部門ベースのカーボンプライシングは、潜在的な競争の問題に対処することが可能。 

・カーボンプライシングを効果的なものとするために、カーボンオフセットの利用を慎重に管理

し、化石燃料への補助金を迅速に削減すること。 

 

これらのことは、国レベルでも非常に重要です。 

国レベルにおいて、政府がすべきことは: 

・炭素税からの税収を、他の税金の引き下げ、公共財や気候変動対策のための資金調達などに、透

明性のある公正な方法で使用または還元することで、逆進性の影響を回避し、（カーボンプライ

シングを）受け入れやすいものとすること。 

・変革的な脱炭素化の推進に向けた気候政策の「バンドル（政策手段を束ねたもの）」のひとつと

してカーボンプライシングを進めること。 
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スポットライト：重要なカーボンプライシングの枠組み 

 

EU ETS 
EU ETSは、EUの排出量の約40％をカバーしています23。EUはまた、炭素価格が設定されていない国から

の輸入品に課金を行う「炭素国境調整メカニズム」を導入する予定です24。 
 

China ETS 
世界最大の排出国である中国は、2021年にETSを開始し、電力部門を中心に国内排出量の40％をカバーし

ています25。 

 

CORSIA 
2015年の航空排出権協定（CORSIA：国際民間航空のためのカーボンオフセット及び削減スキーム）は、

2025年に142-174メガトン（CO2換算）というカーボンオフセットの新たな需要を生み出すとされていま

す26。
 

 

パリ協定第6条 
パリ協定では、2つの新しい市場メカニズムが創設されます。第6条2項では、各国が排出量削減を取引

する枠組み（すなわち「国際的に移転される緩和成果」）を作り、第6条4項では、京都議定書に基づ

くクリーン開発メカニズムと同様の「持続可能な開発メカニズム」を通じて、各国がベースラインと

比較した排出削減量を購入できるようになります。両メカニズムのルールについては、現在も交渉中

です。 
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図9. 炭素税、排出量取引制度（ETS）、またはその両方を組み合わせて、炭素に対する価格制度を

導入している、または導入を計画している地域・国22。 
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8 自然に根差した課題解決はパリ協
定の達成のために重要だが、細か
い点にも注意が必要である 

 

詳細 
最近の調査結果は、CO2除去の次に有効な取り組みであるNbSが、洪水調節、干ばつに

対するレジリエンスの向上、生物多様性の保全、社会経済的発展、人間の健康と福祉

の改善などのプラスな効果を通し、気候適応とリスク軽減に大きく貢献していること

を強調しています。詳しいNbSのメリットについては、第 10章を参照してください。 

NbSに対する1つの期待、残留排出量のオフセットは、科学的議論の出題テーマで

す。温暖化を1.5°Cに制限するシナリオは、30-40年以内の完全な脱炭素化、農業の炭

素排出源から吸収源への移行、十分なCO2除去、自然生態系のレジリエンスの維持な

どの重要な仮定に基づいています。 
 

 
この章の要点 

● 自然に根差した課題解決（Nature-based Solutions、以下NbS）は、気候、生

態系、社会に複数の便益をもたらしますが、他のセクターでの脱炭素化の取り

組みを置き換えたり、遅らせたりしてはなりません。 

● さらなる温暖化に伴い、地球システムのフィードバックは生態系をますます不

安定にし、NbSの長期的な緩和の実現性を損なう可能性があります。 

● 生物多様性を保護するために今NbSに投資することで、NbSは気候変動に対して

強くなり、長期的な炭素吸収源としての機能が強化されます。 

●  NbSの将来性は多くの場合、発展途上国および土地の権利が限られていること

が多い先住民が住む地域にあります。これらの状況では、効果的な分散型ガバ

ナンスと強力な規制および財務が困難になる可能性があります。 

●  NbSを「国が決定する貢献（National Determined Contributions: NDC）」に

うまく組み込み、政策と直接資金を効果的に実施するには、炭素隔離に加え

て、生物多様性、生態系サービス、地域の生活を含む包括的な指標と監視、報

告、検証（monitoring, reporting and verification: MRV）が必要です。 
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適切に設計されたNbSは、化石燃料の段階的廃止を

遅らせる手段としてではなく、さまざまな持続可

能な開発目標（Sustainable Development Goals: 

SDGs）に貢献できる追加的・補助的な対策として

極めて重要な役割を果たします。また、さらなる

温暖化は地球システムのフィードバックを変化さ

せ、生態系を不安定にするリスクがあります。こ

れは、NbSの長期的な緩和への貢献と、人々や地球

への便益を損なう可能性があります。明らかにこ

れは脱炭素化をより急速に実施し、保護と再生を

通じて生態系のレジリエンスを強化する必要性を

浮き彫りにしています（第9章を参照）。 

COP26では、締約国はNbSの成功の中心となる衡平

性と手続き的公正についての疑問に対処する機会

があります。累積排出量は主に先進国からの排出

ですが、NbSによる炭素節約は、権利の不安定な先

住民コミュニティが占める地域、つまり後発開発

途上国での実現性が高いとされています。十分な

管理・制度が整っていない場合、NbSによる脱炭素

化の責任を脆弱なコミュニティが負ってしまう危

険性があります。 

背景 

NbSは、気候変動、生物多様性の喪失、社会的不平

等などの社会的課題に対するシステムに基づいたア

プローチです。言い換えると、自然または改変され

た生態系を保護、回復、そしてより適切に管理する

アクションです。調査によると、NbSは、他のアプ

ローチと比較して、比較的低コストですぐに活用で

きる二酸化炭素除去の機会を提供できます。またそ

れ以上に、適切に設計されたNbSは、気候変動の緩

和と適応、生物多様性の保全、および地域の生活に

複数の便益をもたらすことができます。しかし、緩

和調整のもとで、UNFCCCの締約国は、炭素をほとん

ど除去せず、地域の生活と生態系（特に非森林の生

態系）を危険にさらしているにもかかわらず、非在

来種の植林の拡大にますます投資しています。

 

 

! これらが意味すること 

パリ協定を履行するには、NbSを含む適切に設計されたCO2 除去と並行して、迅速な排出削減が必要

である。COP26は、NbSの指標とMRVを調整すること等により、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）と

生物多様性条約の目標と手順を調整する機会である。 

グローバルレベルで、COP26の締約国に提案されたのは： 

・NbSがさらにNDCに含まれるようになるため、パリ協定の第6条に基づいて明確な報告ガイドライン

を設定すること。これらは、気候、生物多様性、生計の結果に関する包括的なパフォーマンス指

標、および科学に基づいた透明性のあるMRVに基づく必要がある。 

・金融緩和におけるNbSの少ないシェアと、適切な多国間金融およびガバナンス構造の欠如に取り組

むこと。 

国および地方レベルでは、政策立案者がしなければならないことは： 

・NbSを管理して、脱炭素化の責任が脆弱なコミュニティに課されないようにする。 
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自然に根差した課題解決は 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
異常気象は森林の気候緩和の実現性を脅かす 

 

● 森林火災は強度と頻度により極端化し、今では普段森林火災が発生しにくい地域でも森林火災が

起きています。通常の森林火災は、CO2排出量に関して「ネットゼロ」であると見なされること

がありますが（排出されるCO2は再成長する植生によって吸収されるため）、非常に広い領域で

の大規模な森林火災がより頻繁に発生するようになり（第3章を参照）、生態系の劣化により、

CO2排出量と植生の吸収のバランスが変化する可能性があります。 

● 2015/2016年のエルニーニョなどの出来事は、長期にわたる異常な干ばつを引き起こし、大規模

な損害を与える火災を引き起こしました。これにより、異常気象の2、3年後でもアマゾンの一部

の地域、特に人為的活動によって改変された森林の植物の致死率が上昇したままでした。 

● アマゾンのほとんどの地域での大気との炭素の総計バイオーム交換は依然として炭素吸収源とし

て機能しますが、他の環境変化に関連する火災の影響により、すでに大部分が大気への効果的な

炭素源になっています。特にアマゾン盆地の南東部は、火災の影響がなくとも、炭素排出源で

す。ここでは乾季の気温の大幅な上昇、降水量の減少、森林破壊が特に深刻な問題となっていま

す。 

 

これらの効果は、火災が発生しやすい森林やその他の植生の気候緩和の実現性を減少します。 CO2

排出量に対する森林関連のNbSの影響を検討する際には、これを考慮に入れる必要があります。アマ

ゾンの場合、森林火災は、流域の一部で気候状態を劣化した状態にシフトする引き金となる可能性

があります（第4章を参照）。 

さまざまな自然および半自然の生態系の

保護、再生、管理、あるいは新しい生態

系の創出を含む。 

図10. 自然に根差した課題解決の4つのガイドライン27。 
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9 海洋生態系のレジリエンスを高め
るには、気候変動に適応した保全
と管理、そしてグローバルなスチ
ュワードシップが必要である 

 

 
 

 
この章の要点 

● 海は、地球の気候を調節する重要な役割を担っています。海洋堆積物や植

生など、実質的な炭素貯留（「ブルーカーボン」）を持つ海洋を炭素吸収

源として保護することは、気候変動の緩和に向けた重要な行動なのです。 

● 加速する気候変動やその他の人為的な圧力によって脅かされる海洋生態系

を保護するには、統合され、状況に応じた、革新的な解決策が必要です。 

● 海洋のレジリエンスを築くために、以下のような統合的なガバナンスの重

要性が認識されつつあります。 

• 地域から世界まですべてのレベル、そして民間部門が参加する。 

• 明確な目標、強力な行動、グローバルなスチュワードシップを提供す

る。 

● 世界の海洋保護区（MPA）ネットワークを拡大する際に、気候変動に適

応するための対策として、気候変動からの避難地、変化のホットスポッ

ト、移動の回廊、生物多様性の保護区に加え、損傷し回復が必要な地域に

対処することを含める必要があります。 
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詳細 

海洋生物の多様性は、人間の社会に不可欠なサービ

スと便益を提供する生態系（「健全な海洋」）が十

分に機能するための基盤です。IPCC 第6次評価報告

書の第1作業部会による最新の予測では、海洋温暖

化、海洋熱波、海洋酸性化、北極・南極の氷床融解

など、気候に起因するいくつかの人為的圧力は、あ

らゆる排出シナリオの下で悪化し続けることが示さ

れています8,28。海洋生物の改善や回復は、気候変動

やその他の人為的な圧力が緩和された場合にのみ可

能なのです。 

効果的に調整された複数のレベルの保護によって、

海洋は、独自の生物多様性の保全、水産物の供給、

炭素貯蔵という3つのメリットを提供するのです。

2050年までに海洋生態系の主要な構成要素を大幅に

回復させることは非常に困難ですが、最近の知見で

は、これはまだ達成可能であることが示されていま

す。そのためには、生態系の保全と管理について、

統合的で的を絞った革新的な新しい解決策が緊急に

必要です。海洋のストレス要因は一般に単独では発

生しないため、累積的影響に対処する管理戦略が必

要です。これには、人間を含む生態系内の主要な相

互作用を考慮した、累積影響評価と生態系に基づく

管理が含まれます。 

効果的な保全管理は、柔軟かつ反復的で、さまざま

なレベルで調整され、生態系と気候の動態の変化や

社会規範に対応する海洋ガバナンスによって導かれ

るべきです。これは、効果的な生物多様性保全と海

洋生態系の回復に不可欠な要件です。政策決定は、

包括的で適応性があり、スケジュール、行動、目標

に関して明確な目標を設定し、海洋のグローバルな

スチュワードシップを促進する必要があります。過

去に成功した目標や行動には、採取の禁止や制限、

絶滅危惧種に関する法律、生息地の保護と復元、外

来種や汚染の抑制などがあります。 

もう一つ必要な管理要素は、気候変動が海洋種、生

態系、管理目標、保全活動にどのような影響を及ぼ 

すかを考慮し、気候変動に配慮した保全に努めることで

す。それは、海洋保護区の世界的なネットワークにレジ

リエンスを持たせ、気候変動への適応を可能にします。 

これは、変化がほとんど予測されない気候上の避難地、

環境変化が激しく、種の入れ替わりがあり激しい進化の

可能性がある地域、生物多様性の繁栄と絶滅のおそれが

あるホットスポット、移動する種の回廊などを組み込む

ことで機能します。海洋保護区ネットワークを拡大し、

現在ほとんど保護されていない主に国の排他的経済水域

（43％）と公海の一部（6％）を含む21％の海洋をネット

ワークで保護した場合、生物多様性の最大潜在利益の

90％を得ることができます。 

海洋生態系に対する人為的な圧力を抑制し、回復の努力

を行った場合、ほとんどの海洋種と生息地は、撹乱のな

い状態に戻るか、持続可能な漁業を可能にするのに、10

年から30年を要します。 

背景 

世界最大の生態系である海洋は、地球と気候システムの

重要な要素です。その最も重要な機能には、熱の緩衝、

炭素の貯留、食料の供給などがあります。現在、世界の

動物性タンパク質消費量の約17％が海洋から供給されて

おり、世界の食糧需要の拡大に伴い、その量は増加する

と考えられています。SDG14（「海の豊かさを守ろう」）

は、海洋を保全し、その資源の持続可能な利用を確保す

ることを目指しています。SDG14の進捗を調査する指標の

多くは、我々が目標達成の軌道に乗っていないことを示

しています。例えば、海洋ゴミや海洋酸性化の増加、

2020年までに海洋保護区ネットワークを10％に拡大する

ことの失敗、グローバルな海洋ガバナンスシステムに適

応するための国連海洋法条約に反映されている国際法を

まだ完全に実行していない国が複数あることなどです。

国連「持続可能な開発のための海洋科学の10年」（2021

年-2030年）は今、SDG14や「健全な海洋」に依存するそ

の他のSDGsを達成するための機会を各国に提供していま

す。

! これらが意味すること 

  グローバルレベルで、意思決定者にとって必要なのは: 

・以下のことによって、世界の海洋保護区（MPA）ネットワークを戦略的に強化すること。（現在の

国際的な取り組みでは、世界の海洋保護区ネットワークを7.3%から30%に拡大することを目指して

いる。） 

 ・多様な生息地と海洋生物圏が適切に代表されるようにすること。 

・生息地間の連結と種の移動を可能にする回廊を含むこと。 

・国際的に協調した取り組みが必要な、国の管轄権を超えたブルーカーボンストック（例：深海底堆

積物）を保護すること。 
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文脈に応じた政策へのインプ

ット、イノベーション、コミ

ュニティの関与を促進。 

強力な法律と順応的

管理の採用 

統合的な政策と管理フレ

ームワークの実施 

社会的規範を反映した包括

的な目標とターゲットの合

意 

 
   

ローカルな海洋保護区の

設計、モニタリング、共

同管理  

国境を越えた海洋保護区

の接続性と移動の回廊 

 

 

 

 

海
洋
保
護
区
に

向
け
た
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般
的
な

行
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・海洋管理と保全において増大する課題を克服するために、以下のようなマルチレベルの海洋ガバ

ナンスシステムを開発すること。 

 ・海洋が全体として相互に関連していることを認識している。 

・時間的、空間的に急速に変化する海洋の動態に対して首尾一貫し、応答性と適応性を持ち、不

確実性があっても迅速な意思決定ができる。 

地域・地方レベルで、政府にとって重要なのは： 

・持続可能な管理および修復の取り組みにおいて、以下のような重要な特徴を考慮すること。 

・社会生態学的な動態を基礎とし、海洋の健康を人間の健康へとつなげる、状況に応じた科学的根

拠に基づく解決策であること。 

・加速する圧力に対処し、生物多様性や海洋生態系の健全性の保護と資源利用のバランスをとること。

これらの取組は、以下のような情報に基づくものでなければならない。 

  ・海洋空間計画、生態系に基づく管理、気候変動に配慮した保全。 

・現在、断片化され断絶されがちな海洋ガバナンスを、再帰的で包括的な重層的ガバナンスシステムに

移行させることで、より多くの情報に基づいた長期的な政策と、政策レベルを超えた異なるスケール

での関係者間の協力の強化を促進する。 

93% 

人間活動による温室効

果ガスの排出が増加し

た結果、地球の気候シ

ステムにおける過剰な

熱の93%が海洋に取り

込まれている。人為的

な温室効果ガス排出の

約4分の1は海洋に取り

込まれている(陸上で

さらに4分の1）。 

 

 7.3% 

海洋保護区ネットワ

ークを介して世界の

海の7.3%が保護され

ており、生物多様性

愛知目標に2.7%未

達。2021年秋には、

新たな目標を設定す

る斬新な枠組みが採

択される見込み。 

17% 

世界の動物性タンパク

質消費の17%は海洋から

供給されており、地球

温暖化によりその供給

が脅かされている。高

排出ガスシナリオで

は、一部の地域で魚類

資源が最大40％減少す

ると予測される。 

34.2% 

魚類資源の34.2％が

乱獲されている。 
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スポットライト：海洋は悲惨な状態にある 

 

  
自然に根差した課題解決としての保護と修復を通じた海洋生態系の回復力を強化する 

海洋堆積物や沿岸植生に蓄積・固定される炭素であるブルーカーボンを取り込むことは、気候変動

に配慮した保全に大きく貢献します。ブルーカーボンの保護は、生物多様性の保護と同時に、自然

に根差した課題解決と気候変動緩和のための重要な行動です。オーストラリアにあるブルーカーボ

ン資源だけでも、全世界で年間約230億米ドルの気候緩和コストを節約していますが、ブルーカー

ボン資源は、地球温暖化やその他の人為的圧力によって危機にさらされています29。海洋堆積物が

保護されていないため、海底トロールや海底採掘などの人的撹乱に対してカーボンストックが非常

に脆弱になります。海洋堆積物には、毎年、海洋が吸収する大気中CO2総量の約15-20%に相当する

約1.47ギガトンの水中のCO2が固定されています。 
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図12. 気候変動を含む様々な人為影響により脅かされている海洋の絶滅危惧種の割合（文献は

Martine et al. 2021を参照）。矢印は各圧力を示し、中央の丸は代表的な海洋生態系を示す。 
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10 気候変動の緩和策は、人々の健康と
健全な環境にとって複数の直接的な
メリットがあることから、必要なコ
ストを正当化することができる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

詳細 

人為的な気候変動の原因となる温室効果ガスの大量排出がさらに増すことで、人間の健康や

自然環境の健全性への悪影響が懸念されています。（再生可能エネルギー、アクティブトラ

ンスポート（自転車や徒歩などの人力による移動）、NbSなどにかかる）緩和費用の試算額

は、緩和によって救われた命、病気の減少、自然界の保護・回復の経済的価値の総計と比べ

て、同等あるいはそれよりも低いです。言い換えれば、緩和への投資は十分に行う価値があ

り、長期的には地域社会や国のコストを削減することになります。生物多様性の損失は、生

態系および生態系が人類にもたらす寄与の損失につながります。 

これらの損失には、作物収量や漁獲量の減少、洪水や浸食による損失、潜在的な新しい医薬

資源の喪失などが含まれています。さらに、人間の健康と自然に対するコベネフィット(便

益)の多くは、緩和への投資が行われた直後にもたらされます（例えば、メタンの排出量を

削減する場合）。 

この章の要点 

● 緩和による人間の健康や自然への恩恵は、緩和の効果が明らかになる前に

発生します。 

● 健康への恩恵は、緩和政策のコストよりも高い経済的価値があります。 

● すべてのセクターで迅速な排出削減が必要です。適切な政策を採用するこ

とで、健康やより広い環境面で大きな違いをもたらすことができます。 

● 健康のコベネフィットの価値は、緩和政策や技術の迅速な拡大を正当化

し、ゼロエミッション経済への進展を加速させることができます。 
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排出削減のための投資を直ちに行わなければ、気

候変動による健康への影響リスクに最もさらされ

ている人々（その多くはすでに健康格差の拡大に

直面しています）を十分に保護し、回復力を強化

することはできないでしょう。迅速な行動を怠れ

ば、低・中・高所得国間だけでなく、国内でも社

会的格差が拡大します。ある産業では雇用が失わ

れ、他の産業では雇用が増加するなど、管理すべ

きトレードオフが存在します。重要なことは、よ

り汚染のない、健全な社会への移行は、多様で文

脈に応じたアプローチの重要性を考慮しなければ

ならないということです。このことは、利益の分

配が利益の大きさと同じくらい重要であることを

示しています。 

背景 
低・中所得国を含め、保健医療データや経済デー

タの利用可能性が向上したことにより、気候変動

の緩和とそれに伴う健康上のコベネフィットに 

関する科学が強化されてきました。健康への影響の要

因に対する理解が進んだ結果、技術的効率の向上によ

るエネルギー消費量の増加から、人間の活動が人間と

自然の健康に与える影響を認識するシステムアプロー

チへと移行しています。 

現在までに、すべての政策において地球の健康を確保

するために、交通、農業、林業、食品生産、エネルギ

ー、産業、生活様式の転換を促す意思決定者を支援す

るための、すべてのセクターに関連する事例がありま

す。 
 

推進要因と解決策は次第によく知られるようになって

きていますが、経済的利益についてはまだ必ずしも十

分に理解されていません。健康へのコベネフィットの

指標を体系的に定義するフレームワークを開発し、研

究間での比較を可能にし、経済の中でどのように一貫

して反映させることができるかを理解するためには、

さらなる研究が必要です。 

! これらが意味すること 

  グローバルレベルで、意思決定者にとって必要なのは: 

・健康リスクの発生を抑えるだけでなく、政策立案時に健康上の利点をよりよく活用するために、

PhiAPアプローチを採用すること。 

・低・中・高所得国において、気候変動緩和への投資拡大による健康へのコベネフィットおよび関連

する経済的節約についての認識を高めること。 

・緩和行動（または不作為）の健康コストと便益を評価するために、各国を支援すること。 

国レベルで、政府に求められるのは： 

・健康に害を与え、自然システムに害を与え、温室効果ガスの排出を増加させる活動（例：輸送やエ

ネルギーを含むインフラ整備に対する従来のアプローチ）への直接的および間接的な支援を停止す

ること。その代わりに、健康と気候の緩和を組み込んだアプローチを取ること。 

・健全な生態系を促進し、公衆衛生リスクを下げ、トレードオフを最小限に抑えながらコストを削減

できるよう、緩和策と適応策の介入策を慎重に設計すること。 

・森林、草原、湿地、農地の保全、回復、再自然化、管理の改善に投資すれば、2030年までに推定

23.8GtCO2の累積排出量を削減することができます31。（第9章を参照） 

個人が考慮するべきことは： 

・例えば、エネルギー消費を抑えるために家の断熱をしたり、自然に害を与えないものから購入した

り、選択肢があれば持続可能なエネルギーや食品を提供する企業を選ぶなど、すぐにできる行動を

とること。 

・心臓血管系疾患を予防し、気候変動の原因となるメタンの排出を減らすために、肉の消費を減らす

こと。（主な裕福な国で適用される。） 

・健康や環境を維持するために、徒歩や自転車、公共交通機関を利用したアクティブトラベルを行う

こと。カーシェアリングは、従来の所有権に代わる良い選択肢です。 
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   6.67百万人  

大気汚染に起因する年間死

亡者数。 

 

2.2年  
世界保健機構（WHO）の

ガイドラインを上回

る、PM2.5による平均寿

命短縮の年数。 

70% 
抗がん剤の70%は自然また

は天然の物質からヒントを

得たものです34。 

 

 

23.8 GtのCO2  
排出量削減を 2030年ま

でに 、森林、草原、湿

地、農地の保全・回復・

管理の改善により実現で

きます。 

100万トンのメタン削減毎に： 

・オゾンによる年間早死者数

1430人を防ぐことができま

す。 

・小麦は年間 55,000トン、大

豆は年間 17,000トン、ト

ウモロコシは年間 42,000

トン、コメは年間31,000ト

ン、収量を増加させます。 

・猛暑による世界全体の年間

約4億時間（約18万年）の

労働損失を回避できます
35。 

研究内容 

ブラジル、中国、ドイツ、イン

ア、南アフリカ、イギリス、ア

メリカでは、緩和への投資によ

り、以下の軽減効果があること

が示されました。 

-2040年までに、大気汚染関連死

118万人 

-食料摂取関連死586万人 

-運動不足による死亡115万人 
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図14. すべての気候政策に健康を統合することに基づいて、2040年までに回避できる早死者数。
Adapted from Hamilton et al. (2021).32

 

 
イギリス・ロンドン 

ロンドンの交通量の少ない地域に都市計画を導入したところ、自動車の所有と利用が減少し、身体活

動の大幅な増加、怪我の減少、路上犯罪の減少が見られました。これは、低コスト（プランターとカ

メラの設置）で、公平で拡大できる介入であり、6ヶ月で30万人以上をカバーし、健康と気候に有望

な見通しをもたらします36,37,38。 

 
オーストラリア・ニューサウスウェールズ州 

オーストラリアの農家が、気候変動緩和策の一環として環境再生型農法に取り組んだところ、生態系

のコベネフィットが得られたと報告されました。調査に参加したオーストラリアの農家は、環境再生

型農法に移行してから、化学肥料や殺虫剤を使わなくなり、燃料費が削減されたため、従来の農法に

比べてコストが80%減少したと推測しています39。 

 
ベルギー・フランドル 

ベルギーのシグマ・プランは、水の安全性を向上させる長期的なランドスケープ・プロジェクトです

（このプランでは、地域社会や近隣の都市において、異常気象からの回復力を高めるために洪水を制

御しています）。水の安全性と同時に、河川の自然やレクリエーション施設、地域経済の発展にも焦

点を当て、人間と自然の健康に直接NbSを提供しています。 
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定義 
※原文アルファベット順表記 

 

 

バイオーム(Biome): 
バイオームとは、特定の植生、気候、野生生物によって特徴づけられる広大な地域のことで

す。陸上バイオームの例としては、森林や草原が挙げられます。湖や川は淡水バイオーム、

サンゴ礁や河口域は海洋バイオームの一例です。 

 

カーボンフットプリント(Carbon footprint): 
家庭のカーボンフットプリント（家庭のCO2 排出量とも呼ばれる）は、家庭の消費によって直

接排出される温室効果ガス（GHG）の量と、間接的に誘発されるGHG排出量（CO2 換算（以下の

定義参照）で表示）と定義されています。 

 

カーボンプライシング（Carbon pricing）: 
カーボンプライシング（炭素価格付け）とは、ある量のCO2 や他の温室効果ガスを排出または

貯留することに対して経済的な価格を設定することです。通常、米ドル/トン CO2換算（また

は他の通貨）で示されます。これは、CO2換算（以下の定義参照）1トンあたりの米ドル価格を

指しています。 

 

気候上の避難地（Climate refugia）: 
気候上の避難地は、周囲の環境と比較して、気候変動の影響を自然の力で和らげることがで

きる地域のことです。 

 

消費回廊（Consumption Corridors）: 

消費回廊とは、1.5℃目標に対して、基本的ニーズを満たすための最低限必要な炭素消費と、

炭素予算や他の要因を基に許容できる最大消費を設定し、個人がそれぞれのライフスタイル

を選択できる範囲を定義するために用いられる概念です。 

 

CO2換算（CO2 equivalent（CO2eq）): 
CO2 換算は、異なる温室効果ガスの放射強制力（下記の定義参照）を比較するために使用され

ます。これは、地球温暖化係数（GWP）から計算され、温室効果ガスが吸収する熱量が、同じ

質量のCO2 が吸収する熱量の何倍かに相当するかを示すものです。 CO2eqは、ある一定期間

における、特定の温室効果ガスの温室効果をCO2に換算して示されます（GWPとガス量の積）。 

 

火災レジーム（Fire regime）: 
火災レジームとは、ある地域で長期間にわたって発生する山火事や森林火災のパターン、頻

度、強度のことです。 

 

地球規模の炭素予算（Global carbon budget): 
（残りの）地球規模の炭素予算は、特定の確率で与えられた地球気温上昇を超えないように、

二酸化炭素（CO2）の累積排出量の上限を設定するものです。2020年以降、1.5℃目標を達成す

るための地球規模の炭素予算は、現在460GtCO2しかないと推定されています。 

 

 

 

 

 



47 
 

ギガトンCO2（GtCO2）: 
ギガトン（Gt）は、質量の単位です。1ギガトンCO2は、10億トンCO2です。（約2億頭の象に相当） 
 

国が決定する貢献（NDC）: 
UNFCCCのホームページを引用します。「国が決定する貢献（NDC）は、パリ協定とこれらの長期目標の達

成に向けた中核をなすものです。NDCsは、各国の排出量を削減し、気候変動の影響に適応するための各国

の努力を具現化したものです。」 

 

放射強制力（Radiative forcing）: 
温室効果ガス、その他の汚染物質、その他の要因が地球の放射収支に及ぼす直接的な影響を放射強制力と

いう。メタンによる熱放射の吸収のような温暖化もあれば、雲形成に影響を与えるエアロゾルのような寒

冷化もあり得ます。 
 

持続可能な開発目標（SDGs）: 
2015年に国連加盟国が採択した17の「持続可能な開発目標」であり、「現在そして未来の人類・地球の平

和や繁栄を目指した方向性」を示すことを意図しています。 

 

1.5度目標（The 1.5°C target）: 

2015年のパリ協定では、長期的な地球温暖化を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つとともに、

1.5℃に抑える努力を追求しました。 

 

ティッピングエレメント（Tipping element）: 

ティッピングエレメントとは、様々な時間スケールで劇的かつ非線形な遷移を起こすリスクに直面する気

候システムの構成要素であり、多くの場合、長期間にわたって正常な状態に戻るチャンスはありません。 
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